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｢多くの企業の大半の商品は、利益を生み出すはず

が、実はキャッシュを吸い上げるばかりの“キャッシュ・

トラップ”（cash traps）となっている｣

これは、ボストンコンサルティンググループ（BCG）の

創設者、ブルース・ヘンダーソンが今から30年余り前に

経営者に警告した言葉である。このような状況は現在

も続いており、新製品の多くは実質的に利益を生み出

すにはいたっていない。優れたアイデアや創造性があ

っても、それだけでは新製品の事業としての成功は達

成できない。本稿では、アイデアを利益に変えるまで

の体制やバリューチェーン（価値連鎖）のマネジメントと

いう大きな枠組みについて考えてみたい。

私たちBCGが多くのイノベーションや商品開発のプ

ロジェクトをお手伝いした経験から、アイデアを商品化

し市場投入にいたるアプローチには、3つのタイプがあ

ると言える。まず多くの企業が当たり前のように選ぶの

がインテグレーター型で、製品の市場投入にいたるま

でのプロセスをすべて自前で行うモデルである。2つ

目は、商品化プロセスの一部のみ自社で直接運営し、

キャッシュを生むR&D・商品開発：
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残りはパートナー企業に任せるというオーケストレータ

ー型である。3つ目は、新製品やアイデアを他の企業

に売却、もしくはライセンス供与し、その後の商品化プ

ロセスは売却先に任せるというライセンサー型である。

3つのアプローチには、それぞれ独特の投資特性と

収益パターンがあり、必要な組織能力も異なる。一方、

商品化機会によっても取り組むべき課題が異なるため、

その機会に合ったアプローチを選ぶかどうかで、企業

が背負うリスクや、イノベーションが生み出すキャッシュ

も変わってくる。私たちの調査によると、最も適切なア

プローチを選んだ場合と最も不適切なアプローチを選

んだ場合では、イノベーションがもたらす利益は2～3倍

違う。

最適アプローチの選択

秘密の公式があり、それに従えば、最適のアプロー

チを選び、最大の効果を上げることができるというの

ならいいが、現実にはそうはいかない。ただ商品化機

会を「業界」、「イノベーション」、「リスク」という3つの視

点から綿密に分析すれば、賢明な判断を下すことが

できる。月並みなことを言うと思われるかもしれない。

しかし私たちの調査によると、多くの企業が商品化に

乗り出す前に行っているこの3要素の分析は、実は断
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片的で部分的なものに過ぎない。というのも経営幹部

は、「うちよりコストが安いサプライヤーはいない」とか

「市場参入が遅れても市場リーダーになるのはうちだ」

と無根拠に結論づけ、可能性を精査することを怠りが

ちだからである。この3つの観点からの厳密な分析な

くしては、そのイノベーションのどこが独特で、何が重

要かを見抜き、利益を最大化するアプローチを選ぶこ

とはできない。

業　界

参入しようとしている市場（不慣れな市場の場合は

特に）の業界構造を充分考慮しなければならない。次

の4つの視点からの業界分析が必須だ。

・市場参入に必要な物的資産

・サプライチェーンの特徴

・ブランドの重要性

・競争の程度

経営幹部が分析に使う評価基準というものは、正確

な数値よりも、大きな方向性のほうが重要なものであ

る。たとえば、物的資産に多額の投資が必要で、パー

トナー企業の成熟度が低く、競争の程度が平均的と思

われる場合には、インテグレーター型アプローチが適
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している（P6図参照）。一方サプライヤー基盤が充実

し、競争が激しく、ブランドの価値が高い場合には、オ

ーケストレーター型アプローチを選ぶのが、リスクや投

資を分散するうえで最適となる。

イノベーション

アプローチを選択するときに主眼とすべきは、何と

言ってもイノベーションの特性である。たとえば製品の

潜在ライフサイクルは、投資の回収期間を考えるうえで

重要である。インテグレーターは多額の先行投資を必

要とすることが多いが、製品の潜在ライフサイクルが長

ければ、投資の回収期間も長くなる。同様にインフラ

や、補完するサービス・技術などの必要性も考慮すべ

きである。

抜本的イノベーションの場合は、漸進的イノベーショ

ンの場合と違って、市場を啓蒙し、需要が立上ったと

きにそれに合わせて生産を拡大する必要があり、その

ための追加資源投入が不可欠である。したがってオー

ケストレーター型アプローチが適していると言えるだろ

う。また、イノベーションが特許権で保護されている場

合には、企業は競争圧力を軽視し、ついインテグレー

ター型を選んでしまいがちであるので、注意すべきで

ある。
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リスク

どのアプローチを選択するかを決定するには、4つ

のリスクを考慮する必要がある。第1に、新製品が期

待どおりの性能を実現できない危険性。第2には、期

待通りの性能を実現したにもかかわらず、顧客が製品

を買ってくれないかもしれない。何しろ漸進的改良は

もとより、画期的な新製品でさえ顧客の興味を引かな

いこともある。第3に、競合商品の登場で利幅が圧縮

されるかもしれない。第4に、リスク特性は、イノベーシ

ョンの商品化にかかる投資によって決まる部分がある。

ジェット機と工業用ファスナーを比較すればわかるよう

に、開発コストは製品によって開きがある。これら4つ

のリスクをすべて分析すれば、早い段階で、リスク（及

び利益）を他社と分担すべきかどうかがわかるので、

それに応じてアプローチを選択できる。ただしリスク

分析は慎重に行わねばならない。残念なことに多くの

経営幹部が、根拠のない楽観論に流されて、中途半端

なリスク分析に終始している。また、イノベーションに

必要な条件と市場の状況を照らし合わせて最適なア

プローチを選択するには、広い視野で鳥瞰することが

求められる。
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習慣からの脱却

どの商品化アプローチを選ぶかによって、イノベー

ションが生み出すキャッシュは大きく左右されるため、

適正なアプローチを選択する能力は、大きな競合優位

性になるはずである。しかし残念なことに、複数のア

プローチを使い分けている企業はまれで、多くの企業

は、まったくの習慣からいつも同じアプローチを使い

続けている。慣れ親しんだものは、リスクが小さいよ

うに見えるものである。また多くの企業が他のアプロ

ーチに精通しておらず、それぞれのアプローチの長所

や短所を比較することができないということもあるだろ

う。実のところ商品化アプローチの選択が、意思決定

プロセスに組み込まれていない企業も多い。

もっとも商品化アプローチの選択は機械的に行える

ものではない。事業機会は千差万別であり、アプロー

チの決定には主観的判断が求められることも多い。ま

た、その機会に最も適したアプローチを見つけたから

といって、それで成功が約束されるわけでもない。ア

プローチと社内スキルの相性もあり、その点も考慮し

て選択しなければならない。つまり企業がすでに持っ

ている、あるいは短期間で習得できる組織能力を考慮

して、そのアプローチに必要な条件を満たすことがで
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きるかどうかを判断しなければならないのである。

ただしアプローチの必要条件と組織能力との相性

は、前述の3つの要素を分析した後で検討すべきであ

る。というのも、組織能力との相性を優先させてアプ

ローチを選べば、結局はおなじみのアプローチを選ぶ

ことになってしまうからである。他にもっと適切なアプ

ローチがあるにもかかわらず、またもや同じアプローチ

で商品化を進めることになりかねない。

利益をあげられない限り、イノベーションは単なるコ

ストにすぎない。アイデアを利益に変えるためには、状

況に最も適したアプローチを選択することがカギとな

るのである。

ジェームズ・P・アンドリュー

ハロルド・L・サーキン

原題：Innovating for Cash

ジェームズ・P・アンドリュー：

BCGシカゴ事務所シニア・ヴァイスプレジデント

ハロルド・L・サーキン：

BCGシカゴ事務所シニア・ヴァイスプレジデント
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